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 はじめに 

 

本町では、過去、経済の高度成長や人口の増加を背景に、福祉・教育文化・観光の振興

など多様化する町民ニーズ等を踏まえ、多くの公共施設等※1を整備してきました。 

これらの施設は、それぞれの目的に応じて活用され、町民の皆さんの生活を支える基

盤施設としての役割を果たしています。 

しかし現在は、少子高齢化が進み人口減少社会となり、社会の構造や町民ニーズが当

時とは大きく変化し、公共サービスのあり方を改めて見直す必要があります。 

一方、財政状況は、長期的には人口減少等により町税の大幅な伸びが期待できず、少子

高齢化に伴う保険医療などの扶助費や公共施設の管理運営などに必要な物件費が増加し

ており、財政状況の悪化が見込まれる状況にあります。 

このため、健全で持続可能な町政運営を進めることを目指し、個々の公共施設を単に

管理することから公共施設全体を経営資源として効果的・効率的に運用していくための

「小布施町公共施設等総合管理計画」を策定し、基本的な考え方、推進方針、推進体制な

どを定めます。 

 

※1 公共施設等 ･････ 福祉、教育、産業振興、庁舎等の建物施設※2、インフラ施設※3を含

んだ全ての公共施設 

※2 建物施設 ･･･････ 公共施設等のうち、インフラ施設を除いた施設 

※3 インフラ施設 ･･･ 道路・橋梁、上下水道など生活基盤施設 
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第１章 概 要 

１ 計画の目的 

本町の公共施設等は、人口減少や厳しい財政状況により、今後、老朽化が進んだ場合、

全ての施設を維持・更新することは困難な状況となっていきます。 

本計画は、国からの要請を踏まえ、全ての公共施設等を対象として策定し、今後進める

個別施設計画の策定による具体的な取り組み、評価による進行管理を行い、可能な限り

次世代に負担を残さない効率的・効果的な公共施設等の最適な維持管理を実現すること

を目的としています。 

本計画は、国において要請のあった「公共施設等総合管理計画」として位置づけます。 

 

 図表1-1 公共施設等総合管理計画の位置付け 
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（行動計画）【市町村】 

（基本計画）【国】 

インフラ長寿命化計画 小布施町総合計画 

各種長寿命化計画・維持管理等の個別施設計画 

公共施設等 

公共施設等総合管理計画（本計画） 

土地改良施設インフラ長寿命化計画（行動計画） 
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２ 計画の対象施設 

本計画では、本町が保有する全ての公共施設等（令和４（2022）年３月末時点）を対象

とします。また、対象となる施設を建物施設とインフラ施設に分類し整理します。 

【建物施設】 

・庁舎等 ・消防防災施設  

・高齢者等福祉施設 ・障害者福祉施設 

・小学校、中学校 ・保育園 ・幼稚園 ・給食センター ・教員住宅 

・図書館 ・文化施設 ・体育施設 

・産業振興施設 ・観光施設 

・公園 

・公営住宅 など 

【インフラ施設】 

・道路、橋梁 

・上水道施設 

・下水道施設 

 

 

 

 

３ 計画の対象期間 

本計画は、平成29（2017）年度から令和38（2056）年度までの40年間を対象期間としま

す。なお、期間内においても個別施設計画の状況や施設の統廃合等の実施状況を踏まえ、

必要に応じて随時見直すものとします。 
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第２章 小布施町の現状 

１ 人口推移 

・本町の人口は、昭和60年（1985年）の国勢調査時の11,663人をピークに減少傾向にあ

り、令和２（2020）年度の国勢調査確定値では1,003人減少し、10,660人となっていま

す。 

・年齢階層別にみると、年少人口（0～14歳）は昭和55年（1980年）の2,772人、生産年齢

人口（15～64歳）は平成7年（1995年）の7,364人をピークに減少し、老年人口（65歳以

上）は昭和50（1975）年以降増加しています。 

・将来の人口については、第六次小布施町総合計画（基本構想 人口ビジョン）では、町

のこれまで人口動向や将来見通しを踏まえ、少子化対策や移住定住施策の推進、第六

次小布施町総合計画に沿った施策の推進などにより、令和７（2025）年の国勢調査人口

10,264人を目標としています。 

 

 図表2-1 総人口・年齢階層別人口（国勢調査） 
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図表2-2 「第六次小布施町総合計画」基本構想人口ビジョン 
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(注) 年15世帯 60人転入超過した場合の人口・１学年人数の推計 

① 合計特殊出生率 1.39 を令和 47(2065)年まで維持した場合 

② 合計特殊出生率が令和 7(2025)年時点で 1.42 になることを目指した場合 

③ 合計特殊出生率が令和 7(2025)年時点で 1.63 になることを目指した場合 

④ 合計特殊出生率が令和 7(2025)年時点で 1.63、令和 12(2030)年に 1.83 になることを目指した場

合  （＝令和 27(2045)年時点で 1 学年の人数が 100 人） 

⑤ 合計特殊出生率が令和 7(2025)年時点で 1.63、令和 12(2030) 年に 1.83、令和 22(2040)年に 1.92

になることを目指した場合（＝令和 47(2065)年時点で 1 学年の人数が 100 人） 

 

 

 

 

 



5 
 

6.9 7.1 6.9 7.0 7.5 7.5 7.6 7.6 7.8 10.1 

8.7 9.0 8.6 8.4 8.9 9.5 9.4 9.5 11.5 10.4 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 1.9 0.7 0.8 
0.9 0.8 

5.0 4.9 5.1 5.2 4.9 
5.1 5.1 5.5 

6.6 5.8 6.1 5.4 4.6 5.3 5.0 
5.1 5.5 4.7 

5.2 

18.2 

5.6 3.2 3.5 
6.1 6.0 

5.5 4.5 5.4 
5.5 

17.4 

4.7 
4.7 4.8 

4.6 4.3 4.0 4.3 3.8 
3.7 

2.7 

2.3 
2.7 2.3 

1.9 3.1 2.6 2.8 4.5 
5.1 

8.0 

6.0 
6.3 8.2 

6.9 7.2 6.7 6.2 
6.5 

6.2 

6.3 

45.9 
43.8 44.5 46.1 47.3 47.8 46.0 

48.4 
52.5 

79.9 

0

20

40

60

80

平成23年度

（2011）

平成24年度

（2012）

平成25年度

（2013）

平成26年度

（2014）

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020）

億円

人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 積立金・投資及び

出資金・貸付金

繰出金

10.8 10.7 10.7 10.8 10.7 11.2 11.6 11.4 11.6 11.7 

17.4 17.1 17.5 17.2 17.4 16.7 15.5 15.2 
18.6 18.1 

1.9 1.7 1.8 1.9 
2.8 2.6 2.7 2.8 

3.1 3.1 

2.1 1.7 1.0

2.9 2.5 2.2 2.9 2.4
3.3 2.63.6 2.5 3.5 

3.7 4.0 4.4 3.4 3.2 

4.3 

28.2 

2.1 
2.3 1.9 

2.0 2.0 2.1 2.5 2.8 

2.3 

2.6 

10.8 
9.9 10.5 

11.0 11.5 11.7 11.8 13.2 

16.8 

20.8 

48.8 
45.9 46.9 

49.5 50.9 50.7 50.3 51.0 

60.0 

87.2 

0

20

40

60

80

100

平成23年度

（2011）

平成24年度

（2012）

平成25年度

（2013）

平成26年度

（2014）

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020）

億円
町税 地方交付税 その他一般財源 町債 国庫支出金 都道府県支出金 その他特定財源

２ 財政状況 

財政状況は、独立採算を基本とした企業会計は除き、普通会計（一般会計）について記

載しています。上水道は、既に企業会計となっており、企業会計化する下水道、農業集落

排水についても除くこととしました。 

（１）歳 入 

令和２（2020）年度における歳入総額は、新型コロナウイルス感染症対策関連及

び令和元年東日本台風災害復旧の影響もあり87.2億円となっています。 

主な自主財源である町税収入については、概ね10～11億円で推移しています。 

図表2-3 普通会計における決算の推移（歳入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳 出 

令和２（2020）年度における歳出総額は、新型コロナウイルス感染症対策関連及び

令和元年東日本台風災害復旧の影響もあり79.9億円となっています。 

投資的経費については、概ね５億円で推移していましたが、令和２（2020）は17.4

億円となっています。 

図表2-4 普通会計における決算の推移（歳出） 

 



 

6 
 

375

76 57
249 213 143 96 62 45

464

110

100 93

86 154
135

78 114
249

112

11

29 17
16 16

76

146 185

245 212
252

272
368

241

1,162

560

322 346

609 596
546

446
544 551

1,738

0

500

1,000

1,500

2,000

平成23年度

（2011）

平成24年度

（2012）

平成25年度

（2013）

平成26年度

（2014）

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020）

百万円

公共施設に係る投資的経費 道路及び橋りょうに係る投資的経費

公共施設、道路及び橋りょうに係る用地取得費 その他

人件費

12.6%

物件費

13.1%

維持補修費

1.1%
扶助費

7.3%

補助費等

22.8%

投資的経費

21.8%

公債費

3.4%

積立金

9.6%

投資･出資･貸付金

0.4%
繰出金

7.9%

図表2-5 普通会計における投資的経費の決算の推移及び内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人口推移を踏まえた財政状況 

歳入について、生産年齢人口の減少に伴う個人町民税の減少が予想されます。固定

資産税についても、大幅な税収の伸びは期待できません。 

このことなどから、一般財源総額の大幅な増加は期待できません。 

歳出では、少子高齢化に伴い扶助費等の義務的経費が増加していくものと考えられ、

人件費は各種事業の展開により、物件費は施設の維持管理に要する経費などを中心に

大きな割合を占めています。 

以上のことから、本町の財政状況は、今後、より厳しいものとなっていくと考えら

れます。 

 

図表2-6 令和2（2020）年度普通会計（歳出）における性質別決算の割合 
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71.2 74.8 76.5 77.8

78.0 80.1 81.9 83.7

39.3 42.0 44.7 47.4

96.7 98.3 98.8 98.9

51.1 53.5 55.9 58.2

76.6 75.4 77.3 79.3

54.7 59.2 63.8 68.2

74.0 76.0 78.0 79.7

87.2 90.0 92.7 94.9

75.6 77.5 79.5 81.3

41.7 43.3 45.4 47.1

72.0 74.0 76.1 78.1

全国平均 -        -        -        49.6

類似団体平均値 48.1 46.6 48.0 49.1

小布施町 57.5 59.1 60.8 60.6

公共下水道 -        -        -        該当数値なし

農業集落排水 -        -        -        該当数値なし
下水道事業

公
営
事
業
会
計

橋 梁 ・ ト ン ネ ル

水道事業

消 防 施 設

庁 舎

道 路

市 民 会 館

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設

保 健 セ ン タ ー ・ 保 健 所

図 書 館

体 育 館 ・ プ ー ル

福 祉 施 設

分　　類　　名
有形固定資産減価償却率（％）

普
通
会
計

有形固定資産減価償却率
全体

公 営 住 宅

認 定 こ ど も 園 ・ 幼 稚 園 ・ 保 育 所

学 校 施 設

公 民 館

（４）有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程

度進んでいるかを表しています。数値が100％に近いほど保有資産が法定耐用年数に

近づいていることになります。 

ア 普通会計 

有形固定資産減価償却率は類似団体より高い水準にあり、法定耐用年数に近い資産

が多いことが分かります。 

分類別でみると最も高い数値の施設は、98.9％の体育館・プールで、次いで高いの

は94.9％の消防施設となっており、最も低いのが図書館で47.4％となっています。 

イ 公営事業会計 

水道事業の有形固定資産減価償却率は前年度比0.2%減となりましたが、類似団体平

均値、全国平均ともに上回っており、資産の老朽化が進んでいる状況です。 

図表2-7 有形固定資産減価償却率の推移 

 
 

 

 

 

出典：長野県市町村財政状況資料 
   経営比較分析表 
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第３章 公共施設等の現状 

１ 建物施設の保有状況 

小布施町が保有する建物施設は、施設数で88施設、総延床面積は57,981.45㎡です。 

これは、町民１人当たりに換算すると約5.45㎡の施設を保有していることとなります。 

図表3-1 建物施設の保有状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設
数

延床面積
（㎡）

施設
数

延床面積
（㎡）

施設
数

延床面積
（㎡）

集会施設 14 3,624.45 13 3,245.25 △ 1 △ 379.2

おぶせ交流館【その他】へ異動。水上公住集会
室【公営住宅】へ異動。ふるさと交流センター【産
業系施設】から異動。体験型サテライトオフィス
（車庫）取壊し。

文化施設 1 104.91 2 1,583.59 1 1,478.7 北斎ホール【博物館等】から異動。

ｽﾎﾟﾚｸ施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 4 3,650.67 7 4,052.61 3 401.9

屋内ゲートボール場【高齢者福祉施設】から異
動。H28総合体育館前公衆トイレ建設。町営グラ
ウンド、松川総合グラウンドの公衆トイレ固定資
産台帳精査による増。

幼稚園・保育園
・こども園

3 3,056.88 3 3,172.87 0 116.0

幼児・児童施設 1 886.00 1 552.38 0 △ 333.6

公園 公園 5 1,431.90 3 1,540.84 △ 2 108.9
公衆便所（旧冒険の森）､小布施総合公園駐車
場トイレ【その他】から異動。総合公園施設併設
に変更で施設数減。

学校 2 19,000.00 2 19,000.00 0 0.0

その他教育系
施設

5 1,425.27 4 1,331.04 △ 1 △ 94.2 校長住宅取壊し。

博物館等 4 4,286.51 3 2,812.24 △ 1 △ 1,474.3 北斎ホール【文化施設】へ異動。

図書館 2 1,377.95 1 998.53 △ 1 △ 379.4
文書館、保健センターと複合施設へ、【保健施
設】へ異動。

産業系施設 産業系施設 8 5,726.85 5 5,428.34 △ 3 △ 298.5
ふるさと交流センター【集会施設】へ異動。松村
駐車場管理棟､森の駐車場管理棟【その他】へ
異動。

高齢福祉施設 7 4,505.62 6 4,339.40 △ 1 △ 166.2

H30看護小規模多機能型居宅介護施設建設。
屋内ゲートボール場【ｽﾎﾟｰﾂ施設】へ異動。新生
病院保育施設（旧ﾃﾞｲ･ﾎｰﾑ）【児童福祉施設】へ
異動。

児童福祉施設 - - 1 135.65 1 135.7
新生病院保育施設（旧デイ・ホーム）【高齢福祉
施設】から異動。

障害者福祉施設 1 387.13 0 0.00 △ 1 △ 387.1 ワークホームみすみ草取壊し。

保健・医療施設 保健施設 1 551.63 1 931.05 0 379.4 文書館と複合施設へ､【図書館】から異動。

庁舎等 2 2,251.04 1 2,251.04 △ 1 0.0 役場庁舎、車庫併設へ変更で施設数減。

消防施設 14 1,060.98 12 985.02 △ 2 △ 76.0
大島水防倉庫､山王島水防倉庫【その他行政系
施設】へ異動。

その他行政系
施設

- - 5 102.93 5 102.9
大島水防倉庫､山王島水防倉庫【消防施設】か
ら異動。
令和2年度 防災倉庫3棟追加。

公営住宅 公営住宅 6 3,926.42 1 3,682.46 △ 5 △ 244.0
水上公住集会室【集会施設】から異動。清水厚
生住宅、水上厚生住宅、中央厚生住宅、雁中厚
生住宅【その他】へ異動。福原厚生住宅取壊し。

その他 その他 12 1,069.65 17 1,836.21 5 766.6

公衆便所（旧冒険の森）、小布施総合公園駐車
場トイレ【公園】、水上公会堂物置【公営住宅】へ
異動。
更生住宅4施設【公営住宅】から､おぶせ交流館
【集会施設】から､松村駐車場管理棟､森の駐車
場管理棟【産業系施設】から異動。

92 58,323.86 88 57,981.45 △ 4 △ 342.4合 計

保健・福祉施設

増 減 の 主 な 理 由

行政系施設

社会教育系施設

学校教育系施設

子育て支援施設

町民文化系施設

大 分 類 中 分 類
平成27年度 令和３年度 増 減
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8.3% 7.0% 6.4%

2.7%

35.1% 6.6% 9.4% 7.7%

1.6%

5.8% 6.4%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

町民文化系
施設

ｽﾎﾟﾚｸ施設
子育て支援

施設
公園

学校教育系
施設

社会教育系
施設

産業系施設
保健・福祉

施設
保健・医療

施設
行政系施設 公営住宅 その他

4,166.23㎡ 4,052.61㎡ 3,725.25㎡ 1,540.84㎡ 20,331.04㎡ 3,810.77㎡ 5,428.34㎡ 4,475.05㎡ 931.05㎡ 3,338.99㎡ 3,682.46㎡ 1,836.21㎡

図表3-2 建物面積の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 建物施設の築年別の状況 

昭和56（1981）年以前に建設された旧耐震基準の施設は全体の34.8％ですが、耐震化の

実施については、本町では早い時期から学校施設や集会施設などで耐震化や大規模改修

を進めてきました。しかし、主要施設は一般的に鉄筋コンクリート造の建物の場合、築30

年前後で大規模改修が必要となり、築60年前後で建替えが必要と言われていることから、

今後、次々に大規模改修や建替えのピークを迎えることが予想されます。 

 

図表3-3 年度別整備延床面積（建物施設） 
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(1981年以前)

20,192㎡ 34.8%

新耐震基準

(1982年以降)

37,789㎡ 65.2%
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３ インフラ施設の保有状況 

・小布施町は、生活や産業の基盤施設として、道路・橋梁210.4㎞、上水道89.6㎞、下水

道78.2㎞（農業集落排水を含む）などのインフラ施設を保有しています。 

・これらの施設は、町民生活や地域の経済活動等を支える重要な役割を果たしています。 

・インフラ施設についても、今後、老朽化が懸念されており、町民生活や経済性の観点か

ら計画的な点検・診断・修繕・更新等が必要となります。 

 

図表3-4 インフラ施設の保有状況 

 

道路 

 平成27年度 

（2015） 

令和2年度 

（2020） 

一般道路 実延長合計  204,133ｍ  203,051ｍ 

 道路面積  881,063㎡  879,398㎡ 

自転車 

歩行者道 

実延長合計  6,812ｍ  6,786ｍ 

道路面積  31,417㎡  31,313㎡ 

橋梁      

実延長合計 43橋 571ｍ 44橋 570ｍ 

橋梁面積  3,391㎡  3,398㎡ 

上水道      

管延長  88,510ｍ  89,618ｍ 

施設数 8カ所 265㎡ 8カ所 265㎡ 

下水道      

管延長  62,632ｍ  78,223ｍ 

施設数 4カ所 1,362㎡ 4カ所 1,362㎡ 

 

※道路・橋梁、上下水道は経年劣化に応じて必要箇所を改修しているため、築年別の状

況を表示していません。 
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４ 過去に行った対策の概要 

（１）建物施設の削減 

計画策定時から、令和３（2021）年度にかけて次表の施設の削減を行いました。 

図表3-5 除却、除却予定施設一覧 

施 設 名 称  分 類 
延床面積

（㎡） 
建 築 年 度 実 施 年 度 対 策 

体験型サテライト 

オフィス（車庫） 
町民文化系施設 16.80 昭和56年度（1981） 平成29年度（2017） 除却 

校長住宅（中央） 学校教育系施設 94.23 昭和47年度（1972） 令和３年度（2021） 除却 

ワークホーム 

みすみ草 
保健・福祉施設 387.13 平成５年度（1993） 令和３年度（2021） 除却 

合 計  498.16    

ＰＴＡ会館 学校教育系施設 259.00 昭和46年度（1971） 
令和４年度（2022） 

取壊し予定 
除却 

清水厚生住宅 その他 42.81 昭和54年度（1979） 
令和４年度（2022） 

取壊し予定 
除却 

 

 

 

（２）各種計画の策定 

令和２（2020）年度までに、次表のとおり各計画を策定しています。 

図表3-6 計画一覧 

類 型 名 称 策 定 状 況  

公共建築物 小布施町公共施設個別施設計画 
平成30（2018）年度 

令和２（2020）年度（改訂） 

橋 梁 小布施町橋梁長寿命化修繕計画 平成30（2018）年度 

公 園 公園施設長寿命化計画 平成25（2013）年度 
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◆推計の手法 

１. 現在の公共施設等をそれぞれ設定した耐用年数の経過後に現在と同じ面積・延長等で更新すると仮

定して推計 

２. 公共施設等の面積・延長の数量データに更新単価を乗じることにより将来の更新費用を推計  

◆更新の考え方、試算条件 

【建物施設】 

更新単価は、個別施設計画より、施設類型別に設定した費用と、これまでの投資決算額を更新費用

の推計結果と比較により算定しています。 

大規模改修：建築後 20 年（改修期間を 1年）／建替え：建設後 40 年（建替え期間を 2 年） 

積み残し：建設時より 40 年以上経過は、今後 10 年間で均等に更新すると仮定。 

施 設 分 類 大規模改修 建替え 施 設 分 類 大規模改修 建替え 

文化系施設 8万円/㎡ 30万円/㎡ 社会教育系施設(図書館) 11万円/㎡ 42万円/㎡ 

文化系施設(地区集会施設等) 4万円/㎡ 15万円/㎡ 社会教育系施設(博物館等) 4万円/㎡ 16万円/㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 7万円/㎡ 28万円/㎡ 産業系施設 4万円/㎡ 16万円/㎡ 

子育て支援施設(幼児・児童施設) 7万円/㎡ 28万円/㎡ 保健・福祉施設(高齢福祉) 9万円/㎡ 35万円/㎡ 

子育て支援施設(幼稚園・保育園ほか) 6万円/㎡ 24万円/㎡ 保健・福祉施設(障害者福祉) 7万円/㎡ 26万円/㎡ 

保健・医療施設 8万円/㎡ 33万円/㎡ 行政系施設(庁舎) 10万円/㎡ 41万円/㎡ 

公園 9万円/㎡ 36万円/㎡ 行政系施設(消防施設) 5万円/㎡ 20万円/㎡ 

学校教育系施設（校舎） 7万円/㎡ 26万円/㎡ 行政系施設(倉庫等) 1万円/㎡ 4万円/㎡ 

学校教育系施設（体育館） 4万円/㎡ 14万円/㎡ その他 7万円/㎡ 26万円/㎡ 

学校教育系施設（その他教育系） 4万円/㎡ 17万円/㎡ 公営住宅 7万円/㎡ 28万円/㎡ 

 
 
 
 
 
 

第４章 将来の更新費用の推計 

１ 建物施設の将来の更新費用の試算 

・現在の建物施設を全て更新する場合、40年間で約168.1億円が必要となります。これを

１年当たりに換算すると毎年約4.2億円の経費が必要となり、建物施設に係る投資的経

費約1.7億円（直近５年間（平成28（2016）～令和２（2020）年度）の平均値）の2.5倍

です。 

・将来、すべての建物施設を改修・建替えすることは、費用が莫大となり困難な状況であ

るため、総合的な検討が必要となります。 

図表4-1 建物施設の将来の更新費用推計（建物施設） 
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40年間の
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168.1億円
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4.2億円

現在までのストック

5.8万㎡

既存更新分
+新規整備分
+用地取得分
（5箇年度平均）

既存更新分
+新規整備分
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既存更新分
（5箇年度平均）

大規模改修

建替え

用地取得分
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既存更新分



13 
 

◆推計の手法 

１. 現在の公共施設等をそれぞれ設定した耐用年数の経過後に現在と同じ面積・延長等で更新する

と仮定して推計 

２. 公共施設等の面積・延長の数量データに更新単価を乗じることにより将来の更新費用を推計  

◆更新の考え方、試算条件 

【インフラ施設】 

インフラの単純更新費用の算定は、更新費用試算ソフトで算定された更新費や下表のとおり各

長寿命化計画（個別施設計画）で示されている費用を単純更新費として、これまでの投資決算額

を更新費用の推計結果と比較により算定しています。 

名 称 単 純 更 新 費 用 算 定 の 利 用 デ ー タ  

道 路 更新費用試算ソフト 

橋 梁 
小布施町橋梁長寿命化修繕計画（計画期間：R1(2019)～R40(2058)） 

※R41（2059）、R42（2060）は 38 年間の年平均 

公 園 小布施町公園施設長寿命化計画 ※R7（2025）以降は、年平均 

上 水 道 更新費用試算ソフト 

下 水 道 更新費用試算ソフト 

 

２ インフラ施設の将来の更新費用の試算 

・現在のインフラ施設を全て更新する場合、40年間で約276.1億円が必要となります。こ

れを１年当たりに換算すると毎年約6.9億円の経費が必要となります。 

・インフラ施設も、今後、維持更新費用の増加が見込まれることから、長寿命化やコスト

の縮減を図りながら計画的かつ効率的に維持管理を進めていく必要があります。 

図表4-2 将来の更新費用推計（インフラ資産） 
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億円

40年間整備額

276.1億円

1年当たり整備額

6.9億円

上水道整備額

下水道整備額

公園整備額

橋梁整備額

道路整備額

用地取得分

新規整備分

既存更新分

既存更新分
+新規整備分
+用地取得分
（5箇年度平均）

既存更新分
+新規整備分
（5箇年度平均）

既存更新分
（5箇年度平均）
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３ 建物施設+インフラ施設の将来の更新費用の試算 

ア 将来の更新費用の推計（単純更新） 

・現在の建物施設とインフラ施設を全て更新する場合、40年間で約444.2億円が必要

となります。これを１年当たりに換算すると毎年約11.1億円の経費が必要となり、

投資的経費約4.7億円（直近５年間（平成28（2016）～令和２（2020）年度）の平均

値）の約2.3倍です。 

・建物施設及びインフラ施設ともに、将来、全ての施設を改修・更新することは、更

新費用の推計からも大変厳しい状況であり、建物施設については施設の見直し等の

検討、インフラ施設についても、計画的な長寿命化やコストの縮減などの取り組み

が必要となります。 

図表4-3 建物施設＋インフラ施設の将来更新費用の推計（単純更新） 
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億円

40年間整備額

444.2億円

1年当たり整備額

11.1億円

既存更新分
+新規整備分
+用地取得分
（5箇年度平均）

既存更新分
+新規整備分
（5箇年度平均）

既存更新分
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上水道整備額

下水道整備額
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橋梁整備額

道路整備額

建物施設整備額

用地取得分

新規整備分

既存更新分

10年間の更新費用

131.5億円
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◆更新費用利用データ 

【公共建築物】 

名 称 更新費用算定の利用データ  

公 共 建 築 物 
小布施町公共施設個別施設計画 

※公営住宅は単純更新と同額 

【インフラ】 

各インフラの長寿命化計画（個別施設計画）の更新費用算定データを利用しています。長寿命

化計画を策定していない施設については、更新費用試算ソフトのデータを利用しています。 

名 称 更新費用算定の利用データ  

道 路 更新費用試算ソフト 

橋 梁 小布施町橋梁長寿命化修繕計画 

公 園 小布施町公園施設長寿命化計画 ※R7（2025）以降は、年平均 

上 水 道 更新費用試算ソフト 

下 水 道 
小布施町町下水道事業､農業集落排水事業経営戦略 

※R３（2021）から R12（2030）は経営戦略の建設改良費、以降は
更新費用試算ソフト 

 

イ 将来の更新費用の推計（長寿命化対策等） 

・各長寿命化計画（個別施設計画）で試算された更新費用と、長寿命化計画を策定予

定の施設については更新費用試算ソフトのデータによる試算結果を利用していま

す。 

・40年間で約406.2億円が必要となります。これを１年当たりに換算すると毎年約10.2

億円の経費が必要となり、投資的経費約4.7億円（直近５年間（平成28（2016）～令

和２（2020）年度）の平均値）の約2.1倍です。 

図表4-4 建物施設＋インフラ施設の将来更新費用の推計（長寿命化対策等） 
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億円

40年間整備額

406.2億円

1年当たり整備額

10.2億円

既存更新分
+新規整備分
+用地取得分
（5箇年度平均）

既存更新分
+新規整備分
（5箇年度平均）

既存更新分
（5箇年度平均）

上水道整備額

下水道整備額

公園整備額

橋梁整備額

道路整備額

建物施設整備額

用地取得分

新規整備分

既存更新分

10年間の更新費用

85.4億円
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４ 中長期的な経費の見込み 

中長期的な維持管理•更新に係る経費の見込み（中長期計画）は、耐用年数まで使う施

設の長寿命化対策等で実施した場合、今後 10年間（令和 3（2021）年度から令和 12（2030）

年度）で約 46億円の経費削減効果が見込まれます。 

しかし、今後生産年齢人口の減少により一般財源の減少が見込まれる一方、高齢化に

伴う社会保障費の増大が見込まれることから、公共施設等の整備にまわすことができる

財源は限られてくるため、国・県の財政支援を戦略的に活用していくことが重要になり

ます。 

また、年によって更新費用が突出して負担が集中しないよう、平準化を行うことも必

要です。 

図表4-5 今後10年間の公共施設等の維持管理・更新等に係る経費の見込み       百万円 

区 分 

耐用年数経過

時に単純更新

した場合(①） 

財 源 

見 込 み 

中長期計画 

（②） 

長寿命対策等 

の効果額 

（②―①） 

現在要して 

いる経費 

（過去 5 年平均） 

投 

資 

的 

経 

費 

普

通

会

計 

建 物 施 設 7,510 

地方債 

国庫補助等 

90～100％ 

充当※ 

3,060 ▲4,450 168 

道 路 2,767 2,767 0 114 

橋 梁 168 142 ▲26 24 

公 園 218 218 0 - 

公
営
事
業

会

計 

上 水 道 2,281 2,281 0 27 

下 水 道 209 75 ▲134 140 

計 13,153  8,543 ▲4,610 473 

維
持
補
修
費 

普 通 会 計 1,020  1,020  102 

公営事業会計 880  880  88 

計 1,900  1,900  190 

合 計 15,053  10,443 ▲4,610 663 

普通会計 

建 物 施 設 ：公営住宅は単純更新と同額 

インフラ施設：道路についての長寿命化計画なし 

公営企業会計 

上 水 道：上水道についての長寿命化計画なし 

下 水 道：下水道事業経営戦略、農業集落排水事業経営戦略の今後 10 年間の建設改良費 

 

公園施設長寿命化 

平成 25（2013）年度に策定した計画（対象９公園）の平準化前のグラフを基に、平成 27（2015）年度

から令和６（2024）年度までの年次計画を平準化した結果、単年度の平均額は約 2,300 万円となるた

め、この額を平準化の目標額として調整していくこととしています。 

【計画期間：平成 27（2015）年度～令和６（2024）年度】10 年間 

平準化前：約 230 百万円   平準化後：約 229 百万円  

※交付税措置のある有利な起債（公共施設等適正管理推進事業債等）を活用 
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第５章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

１ 現状と課題に関する基本的な認識 

小布施町の公共施設等は、今後、老朽化に伴い大きな修繕や改修が必要となっていき

ます。更新・改修コストの増加が避けられず、少子高齢化が進むことなどから、現在ある

公共施設等をそのまま維持することは難しく、社会ニーズに見合ったものへと転換が求

められています。 

このため、町民サービスへの影響を最小限に抑え「安全で安心な公共施設の提供」を図

るためには、将来の地域社会の状況や町の財政状況、町民ニーズを見据え、施設の長寿命

化や複合化・多機能化の視点を持って公共施設全体の最適化を進め、公共施設管理のあ

り方についての見直しを推進していく必要があります。 

 

本町では、これまでも美術館など文化施設における友の会活動や図書館（まちとしょ

テラソ）の建設計画に見られるように、町民の皆さんが施設の建設から運営に積極的に

関わられ、地域力・町民との協働の力により取り組むなど、町民と行政の協働によるまち

づくりを推進してきました。 

このような実績を踏まえて、公共施設等の運営においても、施設を減らしてもサービ

スを低下させない工夫と費用対効果などの面から総合的に評価を行い、町民の皆さんと

の十分な意見交換の下、管理運営方法の見直しを進めます。 

これからの施設に求められる管理運営方法について議論を深める中で、皆さんの理解

を得ながら改善方法を検討し、公共施設等の最適な維持管理を目指していくものです。 
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２ 公共施設等の総保有量の適正化 

（１）建物施設 

今後の人口減少・高齢化や、それに伴う厳しい財政状況等を踏まえると、現在保有

する全ての公共施設を今後も更新していくことは厳しい状況と考えられます。そのた

め、人口減少に伴う利用者の減少に応じて、公共施設の規模や配置の最適化を図るこ

とで、公共施設の総量を縮減することとします。 

効率的かつ効果的な管理運営に努めながら、持続可能な公共施設のマネジメントを

推進するための指標として、計画期間における建物施設の延床面積の縮減に関する数

値目標を、「小布施町公共施設個別施設計画」で検討した結果に基づき設定すること

とします。 

本計画期間内の令和22（2040）年までに取壊し等を予定している建物は、1,231.28

㎡、継続を検討している建物が、3,960.39㎡です。現在保有する建物施設の延床面積

は、57,981.45㎡で、削減を予定及び検討している建物の合計が5,191.67㎡なので、本

町が所有する施設総量（延床面積）を、令和22（2040）年度までに約9％縮減すること

を目指します。 

本町では、少子高齢化や人口減少という社会構造変化のもと、公共施設の建替えや

大規模改造、長寿命化改修などの際には、施設規模の最適化に留意して検討を進め、

長寿命化計画（個別施設計画）に基づく予防保全的管理を行い、建物施設の長寿命化

を図り、維持・更新コストの縮減につなげていきます。 

 

図表5-1 小布施町公共施設個別施設計画 削減検討数量 

今 後 の 方 向 性 
令和22（2040） 

年度まで 

令和23（2041） 

年度以降 
計 

【取壊し・譲渡】 1,231.28㎡ ― 1,231.28㎡ 

【取壊し・譲渡・廃止】検討中 3,960.39㎡ 756.10㎡ 4,716.49㎡ 

計 5,191.67㎡ 756.10㎡ 5,947.77㎡ 

 

 

（２）インフラ施設 

インフラ施設については、現在の道路や橋梁、水道管を廃止し、総量の縮減や廃止

を行うことは困難であり、今後も、新たな宅地等の開発などにより、必要に応じて新

規整備をしていく必要はあります。 

インフラ施設の維持・更新等を推進するために策定された各「長寿命化計画」等に

基づき、計画的に点検、修繕・更新していくことに重点をおき、業務の見直しによる

管理費の縮減を基本とし、公営事業会計では、独立採算を念頭に、料金改定など財源

確保に努めます。 
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行政系施設

施設情報
維持管理

・更新計画
運営・管理

教育・文化系施設

施設情報
維持管理

・更新計画
運営・管理

保健・福祉施設

施設情報
維持管理

・更新計画
運営・管理

行政系施設

運営・管理

運営・管理

保健・福祉施設

運営・管理

評
価
・
維
持
管
理
・
更
新
計
画

施

設

情

報

教育・文化系施設

従来 一元化

横

断

的

な

施

設

管

理

３ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（１）取組体制 

本計画は、「小布施町総合計画」を前提とすることにより、公共施設等の現状と課

題を統一的に把握し、本計画を全庁的な取り組みとしたうえで、主要な公共施設等に

ついて、施設の基礎情報や更新・改修に関する中長期の計画などのデータを一元管理

するなど、公共施設等のマネジメントに必要な情報を共有し、適正な分析・評価を行

うとともに、個別施設計画の進捗管理や固定資産台帳などとの連携を図り、横断的か

つ効率的な管理・運営に努めるなど、適切に維持、更新等の管理を実施することがで

きるよう推進体制を構築します｡ 

 

（２）「新しい公会計」を意識した進行管理 

従来の官庁会計では、資産の状況を把握することが困難でした。そこで、本町の公

共施設等総合管理計画においては、地方公会計制度を活用し、保有する公共施設の状

況や公共施設を用いた行政サービスの提供に係るコストを正確に把握することを意

識して適切に管理していきます。 

保有する公共施設の資産量やコスト（維持更新費や管理運営費だけではなく、減価

償却費等を含む）を把握し、適切な保有量の調整や、幅広い視点からコスト削減の余

地を検討します。 

 

図表5-2 情報の管理と活用の仕組み（イメージ） 
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４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

計画的な公共施設等の管理のために、本町の現状を認識した上で、公共施設等の更新・

統廃合・長寿命化などの基本的な考え方を示します。 

今後も必要な施設については、更新して維持管理を図り、機能を集約できる施設につ

いては統合するなどして、効率的に行政サービスを提供していきます。 

なお、各施設及び関連設備の維持管理の詳細については、個別施設計画に位置付けら

れます。 

 

（１）点検・診断等の実施方針 

点検・整備については、日常点検と定期・臨時点検で実施し、その点検履歴を記録

し、集積・蓄積して老朽化対策などに活かすため、全庁で情報を共有するための方法

などを検討します。 

診断については、劣化の進んだ公共施設等の補修（事後保全）を行うのではなく、

予防保全型維持管理の視点に立って、必要に応じて点検や劣化診断を効果的に実施す

ることで、施設の長寿命化を図り、トータルコストを縮減していきます。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

従来型の「壊れたから直す」や「古くなったから建て替える」の対処療法的な考え

から脱却し、予防保全の視点から必要な施設改修にあたっては、計画的な維持管理等

の実施により改修費用の圧縮を図ります。今後の人口推計などを踏まえ、施設自体の

必要性や複合化、集約化、用途変更 など、これからの施設のあり方を見直します。各

施設の利用状況や空きスペースなどを把握し、既存施設の有効活用を図るため、他の

用途への転換を検討します。 

民間での運営が可能な施設については、積極的に民間への譲渡・払下げを検討し、

住民ニーズの変化などから利用頻度の低い施設については、廃止を検討します。 

新たな施設を建設する場合には、ランニングコストも含めた費用対効果・民間活用・

類似の既存施設の活用を検討したうえで、ライフサイクルコスト(LCC)※の圧縮、利用

者の利便性の向上などを図り、中長期的な視点で施設の適正規模・内容等必要性を慎

重に判断します。 

 

（３）安全確保の実施方針 

点検・診断等により、危険性が高いと認められた公共施設等で、利用・効用等の高

い施設については、原則として速やかに安全確保及び長寿命化対策を実施することと

し、危険の除去により安全の確保を図ります。 

また、老朽化などにより供用廃止され、かつ今後も利用・効用等の低い公共施設等

については、取り壊しを視野に入れて安全の確保を図ります。 

 
※ ライフサイクルコスト（LCC）：建物の建設費用だけでなく設計費用、建設費用、保全費用、解体費用など

建物にかかる生涯コストです。 
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要求性能レベル

許容レベル
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改修工事

大規模改

修工事

修繕

修繕

初期性能レベル

10年 20年 30年 40年 50年 60年 70年 80年

 

（４）耐震化の実施方針 

耐震化未実施施設については、「（3）安全確保の実施方針」に基づき、利用・効用

等の高い施設については、施設利用者の安全性の確保及び災害時において、的確に機

能を発揮できるよう、財政状況を鑑みて、計画的に防災・耐震性能等の向上を進めま

す｡ 

 

（５）長寿命化の実施方針 

公共施設については、診断と改善に重点を置き、点検・保守・修繕、清掃・廃棄物

管理等を計画的に行い、公共施設等を健康な状況に保ち、更に定期的に施設診断を行

い、小規模改修工事を行って不具合箇所を是正するなど、予防保全によって、公共施

設等の長期使用を図ります。 

また、既に策定済みの長寿命化計画（個別施設計画）等に基づき、維持管理、修繕、

更新等を実施することとし、その他の施設については、本計画に準じたうえで、必要

に応じて個別に長寿命化計画等を策定することを検討します。 

図表5-3 長寿命化における経過年数と機能・性能(イメージ) 

【建設から 40 年まで】 

小規模な改修工事や点検・保守・修繕

を定期的に行うことによって、性能・

機能を初期性能あるいは許容できる

レベル以上に保つ 

【建設から 40 年経過】 

修繕・小規模改修工事では、性能・機

能が許容できるレベルを維持できな

くなり、大規模改修工事が必要。 

※要求性能レベルは通常時間経過に

より上昇するため、要求性能レベル

の変化を視野に入れた改修工事が

望まれる。 

 

 

（６）ユニバーサルデザイン※化の推進方針 

公共施設等の改修や更新等を行う際には、住民ニーズや関係法令等におけるユニバ

ーサルデザインのまちづくりの考え方を踏まえ、誰もが安全・安心で快適に利用でき

るよう、トイレの洋式化や多言語表記案内施設の整備など、公共施設等の質を向上さ

せるため、ユニバーサルデザイン化を推進します。 

また、既存施設等についても、利用実態等を踏まえて、適宜、導入を検討します。 

 
※ ユニバーサルデザイン：障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよ

うあらかじめ都市や生活環境をデザインする考え方のこと。 
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（７）防災力の強化や脱炭素化の推進に向けた方針 

公共施設等の改修や更新等を行う際には、災害に強く、地球環境に配慮した施設へ

の転換を図るために、ＺＥＢ※１基準に即した改修や更新等を可能な限り目指すことと

し、周辺の景観に配慮した自家消費型の太陽光発電設備の設置や省エネ性能の高い空

調設備の導入、断熱性能の高い建築資材の活用等に取り組みます。 

（８）統合や廃止の推進方針 

町内には、老朽化した施設や課題を抱える公共施設等があります。将来の公共施設

のあり方を検討する中で、施設の移転統廃合、用途変更、用途廃止も含め、総合的に

シミュレーションし、町の将来を見据えた公共施設等の有効利用を図るための、利用

再編計画を進めます。 

公共施設等の統合や廃止については、利用状況や老朽化の状況等を踏まえ、積極的

に既存施設の有効活用及び売却等を行い、可能な限り新規の施設整備は抑制すること

とし、施設再編や国・県及び民間施設の利用・合築等を視野に入れ、複合化等による

機能維持を図りながら施設総量の縮減を目指します。 

また、統合・廃止により余剰となった施設については、取り壊しを行い、安全面の

確保や景観の確保及び事業費等の削減、平準化を図るようにします。 

なお、未利用財産の利活用については、必要に応じて個別方針を検討することとし、

これらの情報を町民に公表することで、公平、公正な手続きのもと積極的な売却又は

貸付けを進めます。 

（９）民間活力の導入方針 

官民の役割分担を明確にし、指定管理者制度やＰＰＰ／ＰＦＩ※２などの手法を用い、

施設の整備や管理に民間活力を積極的に導入するなど、民間事業者等の資金やノウハ

ウを活用したサービス提供を推進します。 

また、包括的民間委託※３発注などの効率的な契約方法についても検討を行います。 

（10）広域連携に関する方針 

近隣自治体との公共施設の相互利用など広域的な役割分担と活用を検討します。各

自治体の各施設が連携し、補完しあうことによって、公共サービスが提供できる仕組

みを研究します。 

広域連携を推進するために、日頃より近隣自治体等との公共施設等の在り方の検討

 
※１ ＺＥＢ：ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの略称で、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費す

る年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことを指します。 
※２ ＰＰＰ：公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノウハ

ウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもので、ＰＦＩも含まれます。 

ＰＦＩ：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用するこ

とで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法です。 
※３ 包括的民間委託：受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的に運営でき

るよう、複数の業務や施設を包括的に委託することです。 
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に努めます。 

（1１）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

① 庁内の推進体制 

公共施設等総合管理計画の推進にあたっては、組織横断的な調整により総保有

量を把握し全体を一元的に管理するとともに、進捗状況の確認と評価を行いなが

ら進めます。また、「小布施町総合計画」の改訂時には、本計画の改訂や目標の見

直しを行います。 

〇 個別施設計画策定に向けた検討会議の設置と開催 

・ 具体的な活用の検討 

・ 関係部署相互の連携 

② 財政との連携 

長期的な視点から策定した施設整備・管理運営の計画も、財政措置があってはじ

めて実行に移すことができるものです。効果的かつ効率的な管理を実施していく

には、事業担当部署との連携が必要不可欠です。本計画の導入により、新たに必要

となる経費については、全体の予算編成を踏まえながらその確保に努めることと

します。また、本計画による事業の優先度判断に応じた予算配分の仕組みづくりに

ついて今後検討していきます。 

〇 公共施設管理担当部署 

・ 施設ごとの日常点検と計画的な定期検査／診断及び評価の実施 

・ 公共施設台帳の管理・運用 

・ 財政負担の把握調整 

・ 利用者／地域関係者との調整 

〇 財政担当部署 

・ 検討会議の設置と開催 

・ 本計画の進行状況の確認と評価の実施 

・ 関係部署との連携 

③ 職員の意識改革 

全庁的に公共施設等総合管理計画を推進していくには、職員一人ひとりが意識

を持って取り組み、公共施設やインフラの現状、公共施設等総合管理計画の導入意

義などを十分理解し、経営的視点に立った総量適正化、維持管理へと方向転換を図

っていく必要があります。 

社会経済状況や町民ニーズの変化に対応できる町民サービスの向上のため職員

自らが創意工夫し実践していくことが重要です。研修会等を通じた職員の意識啓

発によりコスト意識の向上に努め、公共施設等総合管理計画を進めていきます。 

④ 町民の皆さんとの協働 

小布施町は、これまでもおぶせミュージアム・中島千波館や高井鴻山記念館など

文化施設の運営、図書館（まちとしょテラソ）の建設計画やまちづくり委員会活動
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などに見られるように、町民の皆さんが施設の運営や行政運営に積極的に関わっ

ています。 

施設の維持管理に当たり、教育・文化施設をはじめ、施設数を見直しても町民の

ためのサービスを低下させない工夫を行うこと、公共施設運営の費用対効果を総

合的に検証・評価し、地域力を活かし、町民の皆さんとの協働の力によりきめ細か

な維持管理を行うことなど、公共施設の運営費の縮減を検討します。 

 

 

 

５ ＰＤＣＡサイクルの推進 

本計画に掲げた目標を達成するためＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）のマネジメン

トサイクルに沿った進捗管理（フォローアップ）と点検評価を行い、計画の随時見直しと

充実に努めます。 

なお、本計画は長期的な取り組みとなるため、国の制度変更や社会経済情勢の変化な

ど、前提となる条件が大きく変わった時点で、適宜必要な見直しを行うとともに、議会へ

の報告やホームページへの掲載により町民への公表を行います。 

 

図表5-4 ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクル(イメージ) 

 

 

Ａｃｔｉｏｎ（改善）

計画の見直し

Ｄｏ（実行）

マネジメントの実施

Ｃｈｅｃｋ（評価）

点検・達成度評価

Ｐｌａｎ（計画）

総合管理計画

（アクションプラン）

継続的推進
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第６章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

１ 建物施設 

《全施設類型共通管理方針》 

① 適正な維持管理の推進 

予防保全や計画的な維持管理による適正な施設管理の推進及び更新コストの縮減

を図ります。 

② 総量の適正化 

人口減少、厳しい財政状況を踏まえ、必要なサービス水準を確保しつつ、施設の複

合化・多機能化により必要な施設保有量を計り、総量の適正化を図ります。 

③ 民間活力導入の検討 

施設の整備・管理・運営において、民間企業等の持つノウハウや資金を積極的に導

入するため指定管理者制度をさらに多くの施設に導入することや、ＰＰＰ／ＰＦＩ、

包括的民間委託等の活用について研究し施設運営における官民の役割分担を検討し

ます。 

 

（１）文化系施設（集会施設、文化施設） 

・維持・管理・改修などは、それぞれの施設形態、地域の状況に応じた対策が必要と

なります。 

・施設の利用状況を踏まえ、財政状況及び地域の実情等を考慮したうえで、施設数の

適正化を図るとともに、地区で管理している施設は地区への移管を検討します。 

・老朽化した施設については、遊休施設の利用や他施設との複合化など、ストックを

増やさない施設確保の方法を検討した上で、必要な施設は改修や建替えを行いま

す。 

・利用見込みのない施設については廃止を検討します。 

 

（２）ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設（ｽﾎﾟｰﾂ施設） 

・今後の運営状況等を踏まえ、管理運営方法の見直しや維持管理コストの縮減など、

施設のあり方を適宜見直していきます。 

・安全で快適な利用環境を維持しつつ、施設毎の利用者数の傾向、利用者層の状況を

分析し、施設の廃止・統合、機能の充実等を検討していきます。 

・施設の廃止・統合を検討する際には、町民全体のニーズを前提に、利用団体等との

情報交換・協議を含め、総合的に検討していきます。 

 

（３）子育て支援施設（幼保・こども園、幼児・児童施設） 

・幼児の安全で快適な環境確保を最優先に計画的な修繕を実施します。 

・今後は、入所者数の状況を見ながら、集約化、複合化を検討し、適切な施設数につ

いて検討していきます。 
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・老朽化した施設の更新（建替）時は、子育て支援の地域拠点施設としての機能を持

たせるなど多機能化も検討します。 

 

（４）保健・医療施設（保健施設） 

・管理運営方法の見直しや維持管理コストの縮減など、施設のあり方を適宜見直し

ていきます。 

 

（５）公園施設（公園内建物） 

・公園施設の建物については、定期的に点検を行い、予防保全的な維持管理を実施し、

計画的に施設の更新・修繕を行うことで、ライフサイクルコストの縮減を図りま

す。 

 

（６）学校教育系施設（学校、その他教育系施設） 

・文部科学省が平成27（2015）年１月27日に公表した「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～」

を参考に、児童生徒数の予測を踏まえ、町の学校基本方針、財政状況、建物の老朽

化状況及び地域の実情等を考慮したうえで施設規模の適正化を図ります。 

・学校給食センターについては、民間委託や近隣自治体との広域連携も視野に安全

面、維持コスト面、利用実態を分析し、あり方を検討します。 

・利用見込みのない施設については廃止を検討します。 

 

（７）社会教育系施設（図書館、博物館等） 

・利便性やサービスの向上を目的とした他の施設との複合化・集約化を検討します。 

・今後の運営状況等を踏まえ、管理運営方法の見直しや維持管理コストの縮減など、

施設のあり方を適宜見直していきます。 

 

（８）産業系施設（産業系施設） 

・施設の利用状況や財政状況、地域の実情等を考慮したうえで、施設数の適正化を図

るとともに、老朽化した施設については、他施設との集約化など、ストックを増や

さない施設確保の方法を検討した上で、必要な施設は改修や建替えを行います。 

・指定管理者と連携を密にし、細やかな老朽化対策を実施しつつ、安全面、維持コス

ト面、利用実態を分析し、あり方を検討します。 

・利用見込みの少ない施設については、民間への譲渡、売却等の財産処分を検討しま

す。 
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（９）保健・福祉施設（高齢者福祉施設､障害者福祉施設､児童福祉施設） 

・指定管理者と連携を密にし、細やかな老朽化対策を実施しつつ、安全面、維持コス

ト面、利用実態を分析し、管理運営方法の見直しや維持管理コストの縮減など、施

設のあり方を適宜見直していきます。 

・計画的な修繕等により施設機能を確保します。 

 

（10）行政系施設（庁舎等、消防施設、その他行政系施設） 

・管理運営方法の見直しや維持管理コストの縮減など、施設のあり方を適宜見直し

ていきます。建物については、定期的に点検を行い、予防保全的な維持管理を実施

し、計画的に施設の更新・修繕を行うことで、ライフサイクルコストの縮減を図り

ます。 

・行政サービス・防災拠点施設としての機能を確保します。 

・町民の利便性と行政の効率性向上に向けた検討をします。 

・消防詰所については、計画的な修繕等により施設機能を確保し、施設の移転や周辺

施設との機能統合等も検討するなど、適宜見直しを行います。 

 

（11）公営住宅 

・老朽化した住宅は、計画的に修繕、改修を行い活用していきます。今後、耐用年数

を迎える住宅については、公営住宅のあり方も踏まえ、更新の是非について決定し

ていきます。 

 

（12）その他施設（その他施設） 

・未利用施設の貸付、譲渡等有効利用を検討します。 

・利用見込みのない施設や老朽化が著しい施設の取壊し、民間への譲渡、売却等財産

処分を検討します。 

 

２ インフラ施設 

インフラについては、施設分類ごとに個別施設計画を定め、整備を推進しています。 

インフラは、町民の暮らしや産業、経済活動及び地域社会を支える基盤として重要な

施設であり、必要な機能を安全かつ持続的に維持していくことが求められます。財政的

制約が強まりますが、維持管理作業や調査、点検などの合理化を進め、ライフサイクルコ

ストの縮減を目指します。 

 

（１）道路 

・今後における人口減少・高齢化に対応するため、すべての世代等が安心して生活・

移動できる空間を確保する道路環境の整備を進めます。 

・道路利用者の安全・安心な通行を常に確保するため、日常的な道路パトロールを行

い、異常の早期発見に努めます。 
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・長期にわたる快適な道路利用のため計画的な維持管理を行い、長寿命化とトータ

ルコストの縮減・平準化を図ります。 

・施設管理の容易さと道路資材の規格化を進め、将来コストの縮減に努めます。 

 

（２）橋梁 

・橋梁長寿命化修繕計画に基づく計画的な整備・維持管理を進め、ライフサイクルコ

ストの縮減・平準化を行い橋梁の長寿命化を図ります。 

・損傷が小さいうちに計画的に修繕を行う予防保全型の管理へ転換することにより、

橋梁の長寿命化を図るとともに、維持管理コスト縮減を図ります。また、橋梁点検

（近接目視）を定期的に実施し、必要に応じて長寿命化修繕計画の見直しも行いま

す。 

・利用頻度が極端に低い橋梁や維持管理が極めて困難な橋梁、更新費用に見合う便

益が見込めない橋梁などについては、廃止、除去も検討します。 

 

（３）公園 

・公園施設長寿命化計画に基づく、危険遊具等の更新や公園等の計画的な改修・整備

を進めます。 

・安全確保のため、施設のほか樹木や草花等園内維持管理の推進をします。 

・指定管理者や町民の参加・協力により、利用者の安全確保を最優先とした適切な維

持管理を継続します。 

 

（４）上・下水道施設 

・国の「水循環基本計画」を基本とし、老朽化した上水道や下水道施設をはじめとす

る水インフラの長寿命化、適切な更新、耐震化など戦略的な維持管理や更新等を推

進します。 

・予防保全型の施設管理を実施するための定期的な点検及び調査を実施します。 

・緊急度基準に基づき、安全確保のための腐食のおそれの大きい管路等の改築を実

施します。 

・健全度基準に基づき、長寿命化のため標準耐用年数を経過した施設等の改築を実

施します。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小布施町公共施設等総合管理計画 

平成 29年３月 策定 

令和 ４年３月 改訂 

〒381-0297 

長野県上高井郡小布施町大字小布施 1491-2 

小布施町役場 企画財政課 財政係 

TEL：026-214-9101（直通） 

FAX：026-247-3113 

URL：http://www.town.obuse.nagano.jp 

E-mail：zaisei@town.obuse.nagano.jp 

 

http://www.town.obuse.nagano.jp/
mailto:obuse@town.obuse.nagano.jp

	第１章　概　要
	１ 計画の目的
	２ 計画の対象施設
	３ 計画の対象期間

	第２章　小布施町の現状
	１ 人口推移
	２ 財政状況
	（１）歳　入
	（２）歳　出
	（３）人口推移を踏まえた財政状況
	（４）有形固定資産減価償却率


	第３章　公共施設等の現状
	１ 建物施設の保有状況
	２ 建物施設の築年別の状況
	３ インフラ施設の保有状況
	４ 過去に行った対策の概要
	（１）建物施設の削減
	（２）各種計画の策定


	第４章　将来の更新費用の推計
	１ 建物施設の将来の更新費用の試算
	２ インフラ施設の将来の更新費用の試算
	３ 建物施設+インフラ施設の将来の更新費用の試算
	４ 中長期的な経費の見込み

	第５章　公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針
	１ 現状と課題に関する基本的な認識
	２ 公共施設等の総保有量の適正化
	（１）建物施設
	（２）インフラ施設

	３ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策
	（１）取組体制
	（２）「新しい公会計」を意識した進行管理

	４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方
	（１）点検・診断等の実施方針
	（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針
	（３）安全確保の実施方針
	（４）耐震化の実施方針
	（５）長寿命化の実施方針
	（６）ユニバーサルデザイン1F※化の推進方針
	（７）防災力の強化や脱炭素化の推進に向けた方針
	（８）統合や廃止の推進方針
	（９）民間活力の導入方針
	（10）広域連携に関する方針
	（1１）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

	５ ＰＤＣＡサイクルの推進

	第６章　施設類型ごとの管理に関する基本的な方針
	１ 建物施設
	（１）文化系施設（集会施設、文化施設）
	（２）ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設（ｽﾎﾟｰﾂ施設）
	（３）子育て支援施設（幼保・こども園、幼児・児童施設）
	（４）保健・医療施設（保健施設）
	（５）公園施設（公園内建物）
	（６）学校教育系施設（学校、その他教育系施設）
	（７）社会教育系施設（図書館、博物館等）
	（８）産業系施設（産業系施設）
	（９）保健・福祉施設（高齢者福祉施設､障害者福祉施設､児童福祉施設）
	（10）行政系施設（庁舎等、消防施設、その他行政系施設）
	（11）公営住宅
	（12）その他施設（その他施設）

	２ インフラ施設
	（１）道路
	（２）橋梁
	（３）公園
	（４）上・下水道施設



